
 

Ｕ・Ｉターン支援、求人・企業情報サイト「TOYOOKA WORK STYLE」（ジョブナビ豊岡） 

掲 載 要 領 

 

 （趣旨） 

第１条 この要領は、豊岡市が運営するＵ・Ｉターン支援、求人・企業情報サイト「TOYOOKA 

WORK STYLE」（ジョブナビ豊岡）（以下「TOYOOKA WORK STYLE」という。）への企業、採

用及び求人等に関する情報（以下「情報」という。）の掲載に関し必要な事項を定める

ものとする。 

 （掲載企業） 

第２条 TOYOOKA WORK STYLE に情報を掲載できる者は、次に掲げるすべてに該当する企

業等とする。 

(1) 豊岡市内に事業所を有すること 

(2) 豊岡市広告掲載要綱（平成 19 年豊岡市告示第 238 号）第４条各号に掲げるいず

れの業種にも該当しないこと 

(3) TOYOOKA WORK STYLE への情報の掲載料を遅滞なく納付していること 

（掲載料） 

第３条 TOYOOKA WORK STYLE への情報の掲載料は１万円とする。 

２ 前項の掲載料は、還付しない。ただし、市長が特別の理由があると認めるときは、

その全部又は一部を還付することができる。 

 （掲載の申込み等） 

第４条 TOYOOKA WORK STYLE への情報の掲載を希望する者は、別紙１「「TOYOOKA WORK 

STYLE」（ジョブナビ豊岡）ホームページ掲載申込書兼誓約書」を市長に提出しなけれ

ばならない。 

２ 市長は、前項の申込みを受けたときは、第２条に規定する掲載企業の要件に該当す

るかどうかを確認し、掲載の可否を通知するものとする。 

３ 第１項の申込書内容の誤記載により、掲載者が被害を受けた場合には、市長はその

損害を賠償する責任を負わないものとする。 

４ 掲載者は、情報掲載後、その責めに帰すべき理由により市または第三者に損害を与

えたときは、その損害を賠償するものとする。 

 （掲載者情報の変更） 

第５条 掲載者は、事業所の名称、住所または電話番号に変更があった場合は、別紙２

「「TOYOOKA WORK STYLE」（ジョブナビ豊岡）ホームページ掲載申内容変更届出書」を

市長に届出しなければならない。 

２ 前項の届出を行わなかったことにより、掲載者が被害を受けた場合には、市長はそ

の損害を賠償する責任を負わないものとする。 

 （掲載期間） 

第６条 掲載期間は、第４条第２項に定める通知の日から翌５月 31 日までとする。 

２ 掲載者は、掲載期間の終了後も引き続き情報の掲載を希望する場合は、市長が指定



 

する日までに掲載料を納付することで掲載の申込みに代えることができる。 

 （掲載情報の削除） 

第７条 市長は、次のいずれかに該当する場合は、掲載者の情報の掲載を停止し、削除

することができる。 

(1) 掲載者が第２条に規定する掲載企業の要件に該当しないことが判明した場合 

(2) 掲載者が TOYOOKA WORK STYLE への情報の掲載を取り下げることを希望する場合 

(3) 市長が、当該掲載者の情報を掲載することが不適切であると認めた場合 

（その他） 

第８条 この要領に定めるもののほか、必要な事項は、市長が定める。 

   附 則 

 この要領は、平成 23 年 10 月７日から施行する。 

   附 則 

 この要領は、平成 24 年３月 21 日から施行する。 

附 則 

 この要領は、平成 25 年１月 10 日から施行する。 

附 則 

 この要領は、平成 30 年６月１日から施行する。 

附 則 

 この要領は、令和７年６月１日から施行する。 

 



 

 別紙１（第４条関係） 

 

 



 

別紙２（第５条関係） 

 



 

（参考） 

豊岡市広告掲載要綱（抜粋） 

          平成19年12月13日豊岡市告示第238号 

 

（広告掲載の基準） 

第３条 広告掲載する広告は、次の各号のいずれにも該当するものとする。 

⑴ 公正かつ真実であるもの 

⑵ 広告の受け手に不利益を与えることのないもの 

⑶ 児童及び青少年に与える影響を考慮したもの 

⑷ 品位を保ち、健全な風俗習慣を尊重したもの 

⑸ 市民生活に関連したもの 

⑹ 市の事務又は事業に支障を及ぼさないもの 

⑺ 広告媒体の本来の用途又は目的を妨げない範囲内で行うもの 

２ 次の各号のいずれかに該当する広告は、広告掲載しないものとする。 

⑴ 法令等に違反するもの又はそのおそれがあるもの 

⑵ 公序良俗に反するもの又はそのおそれがあるもの 

⑶ 基本的人権を侵害するもの又はそのおそれがあるもの 

⑷ 政治性又は宗教性のあるもの 

⑸ 社会問題に関する特定の主義又は主張に当たるもの 

⑹ 個人又は法人の名刺広告であるもの 

⑺ 良好な景観の形成又は風致の維持等を害するおそれのあるもの 

⑻ 公衆に不快の念又は危害を与えるおそれのあるもの 

３ 前２項に掲げるもののほか広告掲載に関する基準は、別に定める。 

（規制業種、事業者等） 

第４条 次の各号のいずれかに該当する業種、事業者等の広告は、掲載しないものとす

る。広告の掲載中において、これらの業種、事業者等に該当するに至った場合も同様

とする。 

 ⑴ 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和23年法律第122号）第２

条に該当するもの 

 ⑵ 貸金業の規制等に関する法律（昭和58年法律第32号）第２条に規定する貸金業 

 ⑶ 民事再生法（平成11年法律第225号）による再生手続又は会社更生法（平成14年法

律第154号）による更生手続中の事業者 

 ⑷ 社会問題を起こしている業種、事業者等 

 ⑸ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律(平成３年法律第77号）第２条第

２号に規定する暴力団その他反社会的団体又はそれらの構成員が関与すると認めら

れるもの 

 ⑹ 市税等の滞納がある事業者 


